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北海道大学 1999.1

南京国民政府の華中・華南鉄道建設と日本

一漸韻・京卑各鉄道建設をめぐって-

萩原 充

はじめに

中国において鉄道建設が活発になされた時期

のひとつが南京政権期 (1927~1937年)である。

華北に対する日本の軍事圧力が強まるなかで，

華中と華南の連結ならびに奥地への路線拡大が

重視されたのである。その主要建設路線を列記

すれば，縦貫線の卑漢鉄道(武漢一広州、1)，横

断線の所轄鉄道(杭州、| 株州)の全通のほか，

完成には至らなかった路線として，南京と広東

を弓状に連結する各鉄道(江南・京籍・貴梅・

広梅の各鉄道，本稿ではこれらを一括して京卑

各鉄道と総称する。なお，卑は広東省の別称、)

と，既成鉄道を起点として西南諸省に達する諸

鉄道(宝成・湘斡・湘桂・貴昆の各鉄道)があ

げられる。

このなかで，従来より最も着目されてきた路

線が卑漢鉄道である。同鉄道は清末より利権回

収運動，湖広鉄道借款といった前史を有し，全

通以後は両広(広東・広西省)の「中央化」を

加速するなど，政治的・経済的に大きな役割を

果たしてきたからである 1)。しかし，所轄鉄道

・京卑各鉄道についても，上海・南京・武漢・

広東を結ぶ路線網を形成するうえで，その重要

性は塁手漢鉄道に劣るものではなかった(図 1参

照)。

1)卑渓鉄道については，拙稿「南京政権の鉄道建設と

対外関係j上・下(r経済学研究(北海道大学)j第
34巻第4号，第35巻第l号， 1985年)を参照のこと。

さらに重要な点は， i折議鉄道・京卑各鉄道が

日本の唱える鉄道利権と密接な関連を有してい

ることである。後述するように，日本の鉄道利

権とは福建省を起点として長江流域に達する敷

設権であり，南淳鉄道(南昌一九江)への借款

もこの一環として供与されたものである。但

し，この利権設定の試みは， I満州」における

鉄道権益の拡大とは対照的に形骸化の道を辿る

ことになるが，この過程を象徴しているものが

まさに両鉄道の建設であった。このことは，両

鉄道の路線が日本の敷設権要求路線とほぼ一致

していることからも明らかであろう。

確かに，華中における日本の鉄道利権につい

ては過去の研究の多くが触れてきた点であ

る2)。しかし，その多くは対象時期を利権設定

期に限定するか，あるいは日本倶ijからのみ諸利

権を扱う結果，それが最終的にどのような帰趨

を示したのかについては不明な点が多く，中国

側の対応についても明確に描かれるには至って

いない。また， 1折鞍鉄道・京卑各鉄道との関連

も不明のまま残されている。

以上の研究動向に鑑み，本稿ではまず，日本

2 )最近の研究に，坂本雅子「対中国投資機関の特質J，
大森とく子「戦前日本の対中国借款の特質J(いず
れも，国家資本輸出研究会編『日本の資本輸出』多

賀出版， 1986年)，村上勝彦 rT長江流域における日
本利権J(安藤彦太郎編『近代日本と中国 日中関
係史論集』汲古書院， 1989年)，明石岩雄「五四運

動と南淳鉄道J(朝尾直弘教授退官記念会編『日本
国家の史的特質ー近世・近代』思文閑， 1995年)，

服部龍二「協調のなかの拡張策J(r (千葉大学)社
会文化科学研究J第2号， 1998年)などがある。
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図1 漸詣鉄道・京島各鉄道路線図 (1937年末)
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が福建・江西両省において獲得を図った鉄道利

権について，中国側との対応関係に留意しつつ

概観したうえで，国民政府が漸議鉄道・京卑両

鉄道の建設をいかに進めたのか，それに対し日

本が従来の経緯に基づきどのような対応を示し

たのか，という点を明らかにする。つまり，華

中・華南での鉄道建設が日本の関与をいかに排

除しつつなされたのかについて考察することが

本稿の課題である。この点にこそ当時の日中関

係の特徴が示されていると考えるからである。

なお，本稿では日中間の対応関係を考察する

にあたり，主に両国の外交資料に依拠した。も

ちろん，投資企業，鉄道公司の側からの視点も

重要であり，そこに国家レベルとは異なった対

応関係が存在することは言うまでもないが，本

稿はあくまでも両国政府間の関係に対象を限定

したことを付言しておきたい。

1.福建省における鉄道権益

中国において日本が最初に鉄道権益の獲得を

図った地域は福建省である。 1898年，日本は清

国に対し同省の不割譲を宣言させるとともに，

鉄道建設に際し他国の資本および技師を求める

場合には，まず日本と協議する旨を認めさせた

ほか， 1900年には慶門一福州一南昌一漢口を幹

線とし，これに2本の支線(福州一羅源，南昌

杭州、1)を加えた鉄道敷設権を要求しており(図

2参照)，同時期，慶門から福州、|・杭州に至る

路線調査が三井の手によりなされていた3)。こ

の路線からも明らかなように，日清戦争以後の

対清政策は，台湾を拠点としつつ，対岸の福建

省から長江沿岸へと勢力扶植を図るものであっ

3 )山村陸夫「日本帝国主義成立過程における三井物産

の発展JU土地制度史学』第73号， 1976年)32頁。
但し，その調査報告では，採算性に鑑み福建省内の
鉄道よりもむしろ「漸江省ニ重キヲ置カザルヲ得
ズ」と述べ，杭州から南昌・九江に至る路線の敷設

権獲得を主張している(吉川三次郎 17青固福建淑江
両省内鉄道線路踏査報告J1900年12月， 114~ 1l5頁，

三井文庫所蔵，物産424)。

た。

但し，これらは利権と呼ぶには不確実なもの

であった。外資導入の際の先議権については，

口頭契約を覚書として双方が保存しただけのも

のであった。また，鉄道敷設権についても，日

本はドイツの山東鉄道の例に倣い，条約により

敷設権を獲得した後，日清両国の合弁により敷

設・経営にあたることを求めたが，清国政府は

同地方の鉄道建設計画がないことを理由に要求

を拒絶しておりぺその交渉も義和団事件によ

り中断されている。日本からみて， r旧守派」
が主流をなす清国政府との交渉は， r時期頗ル
宜シカラJざるものであり，主に地方官僚(総
督・巡撫等)を対象をする運動に特化する方針

であった5)。

日本の利権が不確実ななかで，欧米諸国もま

た活発な進出を展開していた。イタリアは三門

湾(漸江省)の租借に代わる要求として同地域

の鉄道敷設要求を提出し，フランスもまた現地

清国人(陳日朔)との合弁による鉄道建設を計

画した。アメリカも炭鉱開発を目的とした展門

一漢口聞の鉄道建設を示し，イギリス資本もま

た福州から重慶に至る路線建設を計画してい

た。日本はこうした動きへの対抗上， 1903年，

先に提出した全路線の敷設権を再び求める方針

を示す一方，英米の計画に対しては，利権設定

を理由として牽制しつつも，日露開戦が間近い

状況に鑑み，国内資金の逼迫を理由に共同を求

める意向を有していた6)。但し，外国資本との

安易な合作は資金力の脆弱な日本にとって対等

の立場を維持しがたく，利権の喪失にもつなが

4) 1総署致西徳照会J1900年 6 月 13 日(~汝成編『中

国近代鉄路史資料J中華書局， 1963年，第2冊， 519 
頁)。
5) 1清国駐街西公使発外相宛本機第36号函J1900年5
月6日(外務省編『日本外交文書』第33巻， 266頁)。
6) 1在清国内田公使発外相宛機密第16号函J1904年2
月2日(向上書，第37巻第2冊， 46~47頁)。盛宣

懐(督弁鉄路総公司事務大臣)もまた建設促進の立
場から英米と日本との共同を求めていた (1内田公
使発外相宛機密第79号函J1903年6月9日，向上書，

第36巻， 178頁)。
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図2 江西・福建両省における各鉄道計画路線
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.....・H ・-・寧湘鉄道借款路線

(借款優先権獲得路線を含む)
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るとの認識から，日清両国によるシンジケート

の組織化がその前提とされた。そして，列国と

対抗するには急速な事業の具体化が必要である

以上，建設路線は収益性の観点から麗門 油頭

聞に限定していた。

こうして，日本の政策は，地方官僚・買弁・

華僑らによる自弁計画に介入する方向へ傾斜し

ていった。広東省では潮州道台が1901年より潮

泊鉄道(潮州 油頭)の建設のために株式募集

をおこなっており， 1903年には恰和洋行(J紅dine

Matheson & Co.)の買弁が広東から油頭に至

る建設を計画していた。やがて，潮油鉄道は南

洋華僑である張煙南が継承し，香港のアヘン商

人の呉理卿に資金調達を依頼するが，台湾総督

府は呉と慶門在住の愛久沢直哉(台湾総督府嘱

託)との関係を利用し，払込株式200万元のう

ち70万元(後に100元に増資)を呉および台湾

人の林麗生(大阪商船慶門出張所の買弁)を通

じて供給するとともに，鉄道技師の日本人採用

と，日本の鉄道材料の供給を認めさせている。

その後，日本との工事請負契約が締結される

が， 1904年に開始される工事は愛久沢が社長を

務める三五公司が請負っており7l請負契約で

は愛久沢が営業開始後も公司の顧問に就任する

とされた8)。日本にとって潮油鉄道は，事実上

7)請負価格は185万円であり，倉天佑のilJj量に基づく

恰和洋行の見積価格 (200万円)に比べて安価であ

ったことが，日本との請負契約を選択した理由であ

った(林金枝，庄為磯『近代華僑投資国内企業史資

料選輯(広東巻H福建人民出版社， 1989年， 392頁)。
なお，三五公司は1902年，慶門に設立された企業で

あり，台湾総督府の大陸政策の代行機関としての性

格を有し，東亜書院の運営のほか，樟脳の製造販売，

福建省内の実地調査を業務としていた(中村孝志「台

湾と「南支・南洋JJ同編『日本の南方関与と台湾』
天理教同友会， 1988年， 10-14頁)。

8 )なお，建設に対し沿線では風水を理由とした反対運

動も展開されていた(庵埠事件)。鉄路公司が日本

に多くの権利を与えた背景には，こうした「人民ノ

頑膜ニ抗シ以テ事業ヲ進行セシメントスル」意図も

あった (1外相発在慶門上野領事宛機密第15号函J
1905年6月27日， r日本外交文書』第38巻第2冊， 152 
-153頁)。

の投資関係のもとで多くの関与をなしえた最初

の鉄道であった。但し，その目的は単に40キロ

メートルたらずの鉄道経営にとどまらず，同鉄

道を福建省の鉄道利権の起点である慶門へ延伸

することにあった。

一方，福建省では，鉄道計画をめぐりフラン

ス資本により広東から麗門へ建設しようとする

張振動(華僑)一派と，これに対抗しつつ淳慶

鉄道(麗門-i章州)の建設計画を有する陳宝環

(福州の郷紳)一派の確執が続いていた。この

確執は，清朝(商部)が陳を福建鉄路事宜に任

命し，福建での鉄道建設を委ねることで決着が

つくが，日本にとって陳宝深は台湾との関係を

有する林維源(慶門の資産家)の親族であるこ

ともあり，従来より「将来我カ鉄道経営実行ノ

暁ニ至ラハ之ヲ利用スlレ必要可有J存在であっ
た9)。彼の予走路線は利権鉄道の起点をなす重

要路線であり，将来への影響を鑑み利益保持の

ため相当の手段をとる必要があったのである。

そこで，陳宝珠に対しては，日本との合弁を提

案するとともに，自弁となる場合においても，

日本からの資金供給および技師雇用を求めてい

た叩)。

但し，津屋鉄道はi斬山鉄道とは異なり，日露

戦争以後の利権回収気運に基づく鉄道であっ

た。陳宝深は合弁化には個人的には同意しつつ

も，自弁を求める世論のもとでは「不得策」で

あるとしlヘ1905年，主に華僑の出資により福
建鉄路公司を設立した。また，技師に関しては，

潮出鉄道における反対論を考慮し，日本人の採

用に同意せず，逆にフランス人技師を採用して

いる。日本はこの点に関し，技師雇用の際にま

ず日本と協議すべきとした1898年の協議事項に

反するとして公司および清朝に抗議するが，清

9) 1上野領事発外相宛書簡J1904年2月5日(向上書，
第37巻第2冊， 50頁)。

10) 1外相発在福州高橋領事宛機密第4号函J1906年2
月15日(向上書，第39巻第2冊， 743頁)0 

11) 1在福州中村領事発外相宛機密第43号函J1905年10
月14日(向上書，第38巻第2冊， 165頁)。
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朝は，この事項は認めたことはなく，さらに民 っていたが，予定額に達しないため，当面の建

間資本による同鉄道の場合，技師の雇用は公司 設路線を採算性の観点から南淳鉄道に限定し

の自由であると反論している1九また，開業後

の経費補填のためにスタンダード石油との借款

交渉がなされた際にも，日本は借款に対する優

先権を主張しているが，公司はこれにも応じて

いない。

結局，日本はi章麗鉄道に対し権益を設定し得

ず，同鉄道は1910年に一部区間(慶門一江東

橋， 28キロメートル)を建設した後は，経営不

振により延長工事が中断し， 1914年に交通部の

管理下に入ることになる。一方，潮油鉄道もま

た利権回収運動のなかで，日本人排斥運動が強

まり， 1910年に資本金のうちの台湾人出資分を

償還し，日本との関係を絶っている。つまり，

現地有力者との個人的関係を利用しつつ権益を

拡大しようとする日本の狙いは，利権回収を求

める動きのなかで挫折を余儀なくされたのであ

り，これに対し日本が過去の経緯をたてに「利

権」の存在を強調しでも，それが条約に基づか

ない限り，現状を打開するには至らなかったの

である O その意味からも，現地の領事のあいだ

では，鉄道敷設権を担保として借款を供与する

などの既成事実の確定が必要であるといった認

識が強まりつつあったl九これが実現するのは

次節で述べる南溝鉄道借款においてである。

2.江西省における鉄道権益

南海鉄道は， 1904年に李盛鐸，察鈎が江西鉄

路公司を設立し南昌を中心に計画した4路線の

一部である(図2参照)。株式調達は当時の利

権回収運動と同様に，貨股(茶・塩・米穀への

厘金加価)，集股(強制割当)などの方法をと

12) I在福州高橋領事致崇善閥i折総督照会J1906年4月14
日(r中国近代鉄路史資料』第3冊， 991頁)0I慶親
王発林外相宛書簡J1906年9月4日 (r日本外交文
書』第39巻第2冊， 772~773頁)。

13) I土田領事代理発外相宛機密第9号函J1912年3月14
日(向上書，第45巻第2冊， 83頁)。

(公司の名称、も南淳鉄路公司に改称、)， 1908年

に着工し， 16年に128キロメートルの全線を開

通させた。

日本にとって同鉄道は， 1900年の敷設権要求

路線に近接するものであり，長江に連絡する重

要路線であったOそのため， 1903年より内田(康

哉)公使は江西巡撫と結び，日清合弁による江

西鉄道計画を立案しており 1ぺ前述の江西鉄路

公司が設立された後は，上海の大成工商公司を

通じ，株式を担保に100万両の借款を供与した。

この時点で工程師は当初のイギリス人から日本

人へと変更され，工事は大倉組が請け負い，資

材の多くは三井物産が供給した。外国の鉄道利

権が江西省には設定されておらず，また過去に

日本が敷設権を要求した経緯から外国の反対が

少ない，という判断のもとに15) 利権回収の風

潮を考慮して表向きは中国の経営としつつ，資

金供給と工事請負をおこなうことにより実質的

な権益拡大を図ったのである O その後，南淳鉄

道公司に対しては東亜興業を通じて3度の借款

がなされるが，第一次借款契約 (12年， 500万

円)には，工事請負，技師派遣，機械・材料取

扱権，続借先議権のほか，利払延滞が4回に及

んだ場合，東亜興業が担保処分権・営業管理権

を得るとの条項が含まれていた。

しかし，日本は利払延滞を理由とした営業管

理権の掌握には消極的であった。交通部顧問が

言うように，欧米諸国もまた同様の措置をとる

ことになれば，中国の鉄道利権における日本の

地位はかえって低下することが予想されたから

であるヘ東亜興業にとっても，営業管理権を

得ることは公司の経営状態に鑑み「甚タ厄介ナ

14) @汝成『帝国主義与中国鉄路H上海人民出版社，1980
年)146頁。
15) I在漢口高橋領事発外相宛報告J1908年10月20日(r中
国近代鉄路史資料J第3冊， 978~979頁)。

16) I中山竜次発芳沢臨時代理公使宛意見書J1917年2月
8 日 (r 日本外交文書』大正 6 年第 2 冊， 435~438頁) 0 
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ルモノjであったl九同社は後に南海鉄道借款

を四国借款団に提供する意向を示していること

からも明らかなようにlペしだいに債権回収を

優先する方向へと傾いていたのである。もちろ

ん，債権回収には経営不振により鉄道設備の荒

廃が進み担保価値が減損していた南薄鉄道の経

営再建が必要であり，その目的により供与され

た第三次借款契約 (22年， 250万円)には日本

人会計・技術顧問の雇用が定められ，それが江

西省政府を中心とした同契約への反対運動を招

くことになるが19) 日本にとっては借款元利金

の償還を優先的に考慮した条項である点には変

表1 南淳鉄道の営業収支動向 (1917年~1935年度)

年・年度
1 収入

旅 客 貨 物 その他

1917 214，078 128，531 1，929 

1918 238，109 162，486 1，154 

1919 278，858 260，774 1，412 

1920 324，008 318，742 1，860 

1921 326，843 210，237 2，655 
1922 374，440 245，406 4，501 

1923 429，481 389，786 3，858 

1924 

1925 523，516 439，818 6，232 

1926 544， 716 315，596 5，493 

1927 551，272 393，985 6，147 
1928 570，244 588，317 8，086 

1929 749，545 696，703 12，533 

1930 722，328 503，539 20，072 

1931 1，121，778 477，187 13，839 
1932 715，299 459， 792 11，949 

1933 1，041，273 414，062 28，013 

1934年度 1，090，212 491，226 26，450 
1935年度 727，344 373，462 9，154 

わりはなかった。

実際に，南淳鉄道は建設期に辛亥革命の動乱

による被害を被っており，開通後も沿線の治安

不良もあって収入は伸びず，表lにみるように

開通後の数年は欠損を示していた。経営は20年

代以降，徐々に好転するが，他路線と接続しな

い短距離路線のため貨物輸送は伸びず，収益も

わずかであった。その結果，借款利払はしばし

ば延滞しており，その対策として省政府は従来

からの貨股を利払資金(保息金)として公司に

支給していたものの，それがしばしば中断され

るなかで，利払金は緊急経費を含めて台湾銀行

(単位:元)

2 支出 3 収益 4 2/1 
メEL3 計 (1-2) X1∞ 
344，538 369，707 ム25，169 107.3 

401，749 422，328 ム20，579 105.1 

541，044 499，659 41，385 92.4 

644，610 642，981 1，629 99.7 

539， 735 606，818 ム67，083 112.4 

624，347 616，279 8，068 98.7 

823，125 714，371 108，754 86.8 

835，683 

969，566 784，819 184，747 80.9 

865，805 728， 793 137，012 84.2 

951，404 904，291 47，113 95.0 

1，166，647 952， 715 213，932 81. 7 

1，458，781 1，206，969 251，812 82. 7 

1，245，939 1，119，621 126，318 89.9 

1，612，804 1，230，049 382，755 76.3 

1，187，040 1，147，545 39，495 96.7 

1，483，348 1，118，208 365，140 75.4 

1，607，888 1，094，211 513，677 68.1 

1，109，960 1，003，457 106，503 90.4 

出典)1924年までは「南海鉄道梗概J(日本製鉄株式会社・漢冶罪公司・裕繁公司・石原産業海運会社文書(駒湾大学
所蔵)，文書番号134-1 )， 1925年以降は満鉄調査部『支那交通統計集成 鉄道編j(1939年)67頁， 81頁，より
作成。

注1) は統計数字の欠如により不明。ムは欠損を示す。
2) 1934-35年度は同年7月から翌年6月までをあらわす。

17)1古市東亜興業社長発小池政務局長宛文書J1916年
8月20日(同上書，大正5年第2冊， 447頁)。

18) 1正金北京支庖武内発梶原正金頭取宛書信J1922年
3月10日(向上書，大正11年第2冊， 392頁)。

19) I収交通部脊J1922年9月8日(中央研究院近代史
研究所編『中日関係史料漁塩路鉱交渉U995年，303

頁)。

からの短期借款により調達していた。

また，南淳鉄道は様々な政治勢力の影響を受

けていた。辛亥革命以後，清朝以来の重役層と

革命派の支配下にある江西省政府の対立は激化

しており，第二革命の挫折(1913年 9月)により

革命派が敗走した後は，北京政府の圧力が強ま
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っていた。北京政府は東亜興業との借款に関 借款による固有化にのみ反対する方針を示

し，中央の承認を得ていないことを理由に反対 すお)。そして，この方針はやがて北京政府の責

しておりペ 15年に公司が続借を求めた際に 任により元利償還を進めるために，南薄鉄道の

は，新株引き受けという形態により中国・交通

両銀行の資金を通恵公司を通じて公司に投資し

ていた。通恵公司とは衰世凱が日中合弁の中日

実業に対抗して設立した投資会社である。この

結果，公司内部では中央を代表する董事の数が

増大し，公司の国有化を求める動きを加速し

た。固有化論には，株式売却を有利に進めよう

とする一部株主の意図に加え，経営不振を理由

に日本が干渉するのを防ぐ目的も含まれてい

た2九一方，現地の株主は江西省による経営を

主張していた。彼らの主張は，省政府からの貨

股に対し株式を正当に配分したならば，株式の

大半は省政府の所有となる，というものであっ

た。現地の株主によれば，公司はすでに破産状

態にあり，省政府の補助により経営を維持して

いるにすぎない存在であった。但し，江西省に

は省有化の意図は希薄であり， 18年頃にはむし

ろ固有化を求めていた勾)。

これに対し，日本は当初，固有化・省有化の

動きに反発する姿勢を示していた。公司の経営

者の多くが逃走した第二草命直後の状況は，日

本の利権を拡大する好機であり，そのため外相

は日本と南溝鉄道との特殊関係に基づき，固有

化に警告を発する命令を発していたお)。但し，

この方針もすぐに転換する。東亜興業はこれ以

上の借款には応じられないとして，固有化が得

策であるとみなしており剖加藤外相もまた固

有化への反対は事実上困難であるとし，他国の

20) I照紗交通部魚、日来電J1915年5月4日(同編『中
日関係史料路鉱交渉J1976年， 380頁)。

21) I致交通部函稿J1915年5月4日(向上書， 391-392 
頁)。

22) I収江西督軍〔陳光遠〕省長〔戚揚〕電J1918年6
月15日 (r中日関係史料漁塩路鉱交渉J67頁)。
23) I外相発山座公使宛第213号電J1914年4月28日cr日
本外交文書J大正3年第2冊， 483頁)。
24) I小池政務局長及古市東亜興業総裁会談内容メモ」
1915年3月14日(向上書，大正4年第2冊， 372頁)。

固有化を求めるものへと変化するのである田)。

一方，北京政府は固有化自体には消極的であ

った。元来，公司の固有化要求は，第二革命に

よる損害補償に端を発していたが，政府には補

償の意図はなく，また公司の株式を購入するた

めの財政資金も不足していた。そこで，日本が

主張したのが次節で触れる延長線建設であっ

た。延長線を建設すれば，南i尋鉄道は江西省を

貫く幹線の一部となるため，北京政府は主要幹

線を固有と定めた鉄道政策を遵守せざるを得な

く，延長線建設を名目として日本の借款が供与

されるならば，それを公司の株式買収費に充当

することもできる。また，日本にとっても延長

線建設は，南湾鉄道の経営好転をもたらし，元

利償還を得ることが可能となるだけでなく，福

建省から長江に達する懸案路線の実現につなが

るものであった。ここに，日本が現地の自弁計

画を利用しつつ利権拡大を図るという従来の方

針を，中央を対象とした利権要求へとシフトさ

せる背景があった。

3.福建・江西両省の延長線計画と日本

既述のように，南濃鉄道は江西省から隣接諸

省に連なる路線の一部として建設されたもので

ある。そこで，同地域の鉄道計画をもう一度整

理するならば，江西鉄路公司が当初に計画した

4路線，日本が1900年に要求した福建から長江

方面に達する鉄道敷設権，イギリスの寧湘鉄道

借款およびその前後に要求した路線ベの3つ

25) I外相発山座公使宛第245号電J1914年5月22日(同
上書，大正3年第2冊， 492頁)。

26) I外相発林公使宛第643号電J1918年8月15日(向上
書，大正7年第2冊上巻， 488頁)， I収次長会暗日
本船津参賛同答J1918年8月13日 (r中日関係史料
漁塩路鉱交渉J77頁)。

27)寧湘鉄道とは，イギリスが計画した上1毎ーカルカッ
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に大別される(図2参照)。これらの計画路線 反発することは必至であった。そのため，小田

が競合していることにも示されるように，南海 切正金北京支居取締役は南拝線をイギリスの借

鉄道の延長線計画は中国(中央ならびに地方)， 款に委ね，日本は技師派遣などの権利を得るに

日本，イギリスという相互の対抗関係のもとで

展開された。

まず，江西都督は1912年末，先の江西鉄路公

司の計画路線を修正した計画案を立案した。同

計画では，湖南省に利益を占められている葎郷

炭鉱を江西省に結び，開通が迫っている南薄鉄

道の貨物輸送の増大を図る見地から，計画路線

のなかで南葎線(南昌一洋郷)を重視しており，

同線への借款に関しベルギー・シンジケートと

の交渉を進めていた。

同計画に対する日本の反応は迅速であり， 13 

年l月に外務省は，本線の敷設権を獲得し所要

資金も供給すること，そのためにベルギー・シ

ンジケートとの借款計画を回止すること，とす

る方針を示していた詔)。後のi折議鉄道と路線が

ほぼ一致する南洋線は，各延長線のなかで最も

採算性を有する路線であり却薄郷炭を九江経

由で漢陽鉄廠に供給する運炭鉄道であると同時

に，日本にとって江西省に利害関係を有する 2

つの事業(南淳鉄道・洋郷炭鉱)を結ぶ重要路

線でもあった。但し，問題はイギリスとの関係

にあった。イギリスは長江一帯を勢力圏として

主張しており，かつてイギリスの橿杭南鉄道借

款を寧湘鉄道の建設資金に流用することを盛宣

懐が認めていたこともあり，日本の単独借款に

タ線の一部をなす南京 長沙問を幹線とするもので

あり，江西省民の計画に対し中英公司(TheBritish 

and Chinese Co.， Ltd.)が投資の意向を有し， 1914 

年に800万ポンドの借款契約が締結されるが，第一

次大戦により債券発行が不可能となり，測量がなさ

れたのみで工事には至らなかった。

28) I南洋鉄道ニ関スル外務省方針案J1913年l月20日
(同上書，大正2年第2冊， 739頁)。

29) 20年代の調査であるが，南洋線は建設費2635万元に

対し，収益は初年度82万元 (3年後は倍増)と予想

しており，借款利息は十分に支払可能とされた(田

中啓次郎「南薄鉄道調査書」日本製鉄株式会社・漢

冶捧公司・裕繁公司・石原産業海運会社文書(駒i畢
大学所蔵)，以下，日鉄文書と略記，文書番号 134)。

とどめる案を有していたが却牧野外相は南罪

線を日本，他の寧湘線(南昌 南京)をイギリ

スの借款とするように交渉を命令するなど3ヘ
南洋線については単独借款を強く求めていた。

これに対し，北京政府は全線を日英両国資本

により建設することを求めていたが，イギリス

は5国借款団において実業借款を共同借款の枠

外とする決議が延期されている現状のもとで

は，両国のみによる借款は借款団規約に違反す

るとの立場をとっておりベ日本との共同には

否定的であった。

このなかで，日本にとってのもうひとつの選

択肢が，江西省を対象とした単独借款であっ

た。たとえば，高木陸郎(東亜興業嘱託，i莫冶
芹公司顧問)によれば，南海鉄道は江西鉄路公

司の計画路線の一部である以上，南薄鉄道との

第一次借款契約は同時に南洋線に対する借款優

先権の獲得をも意味する，との立場を示してい

たお)。この論拠にはかなり無理があるが，少な

くとも南淳鉄道への続借という形態は単独借款

を進める方策のひとつであった。

江西都督もまた日本との借款を求めていた。

そのひとつが，郡島忠次郎(高田商会南昌駐在

員)に対する1000万元の南芹鉄道借款の提案で

あったO 借款条件は東亜興業の第一次南海鉄道

借款と同様であり，とくに台湾銀行がこれに積

極的であった。これとは別に，上海でも都督の

委任状を有する黄興・孫文と東亜興業(白岩取

締役)のあいだ、で同様の借款交渉が進められて

30) I南京湖南鉄道ニ関スル件J1913年6月3日 (W日本
外交文書』大正2年第2冊， 821-824頁)。

31) I外相発伊集院公使宛第310号電J1913年6月12日(同
上冊， 824-825頁)。

32) Iイギリス外務省覚書J1913年9月5日(同上冊， 842 
-844頁)。

33)高木陸郎「南葎鉄道優先権ニ関スル件J1913年3月

19日(向上冊， 750頁)。
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いた。黄興らは，向借款を南海鉄道の続借款と

するだけでなく，常玉線(常山一玉山)および

江西全省の鉄道敷設についても，東亜側が優先

権を有することを認めていた到。日本にとって

革命派との交渉は，地方の利権を獲得する手段

のひとつであった。

しかし，第二革命において革命派が敗退する

と，上述の交渉も中断され，その後の寧湘鉄道

借款締結により，南洋線への借款は事実上不可

能となった。この時点で，日本は従来からの福

建一武昌の敷設権をイギリスに求めるが，イギ

リスは福建一南昌聞は認めたものの，南昌 武

昌についてはこれを否認する一方，新たに南昌

から広東に至る路線の優先権を中国から得てい

るO つまり，イギリスは，南海鉄道の利権を既

定のものとして追認したほかは，日本の権益を

福建のみに限定し，長江一帯を横断する鉄道に

ついては一貫して否認し続けたのである。

他方，北京政府は福建一南昌聞の路線に関

し，山岳地帯を通過するために採算の見通しが

立たないとして建設計画には含めておらず，日

本側もまた同線の採算性には疑問を有してい

た。そこで，日本は改めて南昌一杭州，九江

武昌の両路線への借款を求めて交渉するが，北

京政府は両線が寧湘鉄道の支線(借款優先権)

であることを理由にこれを拒絶する。この理由

は日本からみれば，従来からの懸案路線につい

て，その後に成立した契約を理由に否認するこ

とであり，道理に合わないものであった田)。そ

のため，日本は両線に福建線(南昌 潮州)を

含めた3線の敷設権を求めて包括的な外交交渉

を開始する。これがいわゆる21箇条要求の第 5

項である。但し，日本はイギリスの反発のもと

で敷設権を借款権へと改めるなどの修正案を提

34) I白岩東亜興業取締役発大倉組宛電J1913年6月3
日(向上冊， 769頁)。なお，この過程については，
村上勝彦「長江流域における日本利権J154~156頁
を参照。
35) I日置公使発外相宛機密第407号函J1914年9月21日
(r日本外交文書』大正3年第2冊， 548頁)。

示するものの3ペ最終的には中国側が拒否する

なかで，同項の要求を取り下げる経緯は周知の

事実である。

その後，寧湘鉄道は第一次大戦により債権発

行が不能となったため建設には至らず，江西省

の鉄道をめぐる借款交渉も中断されるが， 1917 

年に南薄鉄道の延長線としての建設計画が浮上

する。この計画は南昌 義州を結び，将来は詔

州に延長して卑漢鉄道に接続するという計画で

あり，政府系株主を中心とする発起人は東亜興

業に対し新会社への出資を求めていた。彼らに

よれば，南海鉄道の負債を軽減して固有化を促

すには，延長線による収入増が必要であるとし

ていた。この計画に対しては，外務省が「実ニ

帝国カ中支及南支地方ニ於ケル利益ノ扶殖ヲ目

的トスル多年ノ努力ヲシテ藷ニ始メテ其ノ成果

ヲ期スルノ端緒jとして期待し3ぺ東亜興業へ

の支援体制を強めた結果，発起人と東亜興業と

のあいだに工事費に関する借款予備契約が締結

される。

但し，北京政府はこの計画に対しでも反対す

る。同路線は固有路線であり，地方での鉄道会

社の設立を認めないとする一方，イギリスが借

款優先権を有するため，イギリス以外の外国資

本を導入は不可能であるというのが反対の理由

であった泊)。その上で，北京政府は東亜興業に

対し南昌一福州聞に関し交通部と交渉すること

36) 4月26日の修正案では，他国との支障がないことが
明白になった場合には日本に敷設権を認めること，
また，他国との関連を有する鉄道については，当該
国との協議が成立するまではいづれの固にも敷設権

を与えないこと，という内容に変更されている。他
国とはイギリスを指すことは明白であり，この修正
案からもイギリスの利害を考慮する立場が読み取れ

る(外務省「最後通牒提出ニ至ル迄ノ日支交渉顛末
発表ノ件J1915年5月7日，向上書，大正4年第2
冊， 396頁)。
37)外務省決定「江西省広東省鉄道ニ関スル件J1917年
8月10日(向上書，大正6年第2冊， 465頁)。

38) I林公使発外相宛第744号電J1917年10月6日， I古
市東亜社長発小幡政務局長宛書簡J1917年12月26日
(向上冊， 476頁， 479頁)。
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を提案し，この交渉は金額4000万円，期限45年 みていこう。

問という借款契約案にまとめられる。この借款

交渉は，福建省において軍港予定地の三都襖が

脅威を受けるとの反対が強まるなかで中断され

るが，日本側としても陸軍が賛同したものの，

東亜興業は消極的であり，勝田蔵相も交通部へ

の借款契約の統ーを進める立場から本件の交渉

中止を求めていた。要するに，福建と江西を結

ぶ軍事的色彩の強い路線については，採算性の

観点から財界を動かすには至らず，経済的に利

点の多い江西省内の鉄道に対しては，北京政府

がイギリスの利権を口実として日本の関与に反

対姿勢を貫いていたのである。

その後， 20年代初頭に陸宗輿が南昌一潮汁l聞

の鉄道敷設権を抵当とした借款を求め，広東軍

政府の抗議によりこれが中止されたほか， 26年

には華僑資本を中心に淳慶鉄道を継承し福建省

内の縦貫線を建設する動きもみられるが四概

して延長線建設の機運は低調となった。このな

かで，東亜興業は南淳鉄道に対する第三次借款

付属契約において 5年間に「南昌洋郷間又ハ

他ノ適当ナlレ線路を延長スベキ」とする条項を

含めるもののベ寧湘鉄道借款路線の一部であ

る同線が新四国借款団の共同事業に提供されて

いる状況では，実現性に乏しいものであった。

日本としては，南海鉄道の債権を確保するため

には延長線の建設が不可欠とする態度を堅持し

つつも41) 最も重視した南洋線のみならず¥福

建省への延長線についても借款供与をなし得な

いまま， 20年代後半以降，南海鉄道の「接管J，
i折箱鉄道建設，京卑各鉄道計画，という一連の

政策の影響を受けることになる。次節以下では

これらの展開過程ならびに日本の対応について

39) 1収駐斐利漬総領事〔王麟閤〕呈J1926年9月4日
(W中日関係史料漁塩路鉱交渉j579頁)。

40) 1東亜興業対南湯鉄道公司第三次借款契約書及付属
契約書写J(W日本外交文書』大正11年第2冊， 407 
頁)。

41) 1在漢口橘東亜興業取締役発本社宛電J1922年12月11
日(向上冊， 430頁)。

4.国民政府成立以後の南薄鉄道と日本

南淳鉄道は26年11月，北伐軍の管理下に置か

れ，翌年3月には武漢国民政府交通部が組織す

る整理委員会により管理員が派遣され，江西省

政府も加わり「接管jがなされることになった。

これ以降，同鉄道の管理をめぐって日本との間

に紛糾が続いた。日本はこの措置に対し，東亜

興業の債権を侵害するとして抗議するととも

に，董事会の解散に反対しつつ，代案として中

央・省の監督員とともに日本人顧問を董事会に

出席させ，経営に関する重要事項は同顧問の同

意を得るという案を固めていた叫。かつて公司

の固有化を求めた日本も，国民政府成立以後は

公司への影響力を強める立場から，同鉄道の民

営維持を求めていたのである。

一方，同鉄道を管理下においた中央ならびに

省政府の目的は， 1.莫冶捧公司に対する「接管」

と同様に，経営再建により対日債務の償還を進

めることにあり，その手段が延長線建設であっ

た。延長線建設により幹線系統が形成されれ

ば，同線を固有路線に統合することも容易とな

る岨)。そこで，孫科交通部長は日本に南芹線へ

の借款を申し入れており，省政府もまた同線へ

の1000万円の追加借款を日本に求めていた叫。

結局，南海鉄道は29年に鉄道部の管轄下に置

かれ，公司はその一部局である南淳鉄道管理局

に再編成されるがベその後も鉄道部は日本に

42) 1東亜代表内田勝司提出ノ覚書ノ内要求条件J1927 
年7月(外務省記録 F.l.9. 2 16 W南淳鉄道関係
一件』外務省外交史料館所蔵，第17巻)。
43)金井清「国民政府治下の南淳鉄道J(日鉄文書 134)。
44) 1矢田総領事発外相宛第102号電J1928年2月28日(外
務省記録 F.l.9.2 16 第17巻)。
45)管理局は鉄道部が発行する公債により公司の民間株
式を買収することを求めていたが，鉄道部は公司が

すでに破産状態であることを理由にこれを却下して

いた (1鉄道部致南濃鉄道局J1930年7月16日，国
史館所蔵交通部梢案1210.70/4037)。
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対し延長線への借款を求めていた。その提案に 道の経営不振と，それにともなう償還能力の減

よれば，南海鉄道借款の償還期限 (31年末)を 退があった。南、溝鉄道は20年代後半には北伐に

20年間延長する一方，新たに日本から3000万元 よる戦闘の影響を受け，車両が軍隊輸送に向け

の借款を得て，ここから延滞利息・小口借款を られた結果，収益は減少しており，保息金のう

償還した残額を南洋線の建設にあてるというも

のであった制。鉄道部は，寧湘鉄道借款がすで

に無効となったとしてイギリスの優先権を否定

し，さらに日本がこの借款に応じなければアメ

リカに求めるとしており，従来の利権を否認し

たうえで日本に借款を提起していた。また，南

薄鉄道管理局もまた日本の義和団事件賠償金の

返還金による延長線計画を鉄道部に求めてい

た。このように従来からの懸案路線に対し中国

側より借款要求が出されたことは，日本にとっ

て利権拡大の絶好の機会であった。

但し，日本はこの時期，延長線建設に対して

は消極姿勢に転じていた。先の「接管」をめぐ

る交渉で、は省政府が延長線への借款供与を求め

たのに対し，東亜興業は交渉案件とは異なると

して応じておらず4ぺ外務省もまた鉄道部の案

に対し現状の時局のもとでは不可能との見方を

とっていた制。大蔵省も同様に，日本が借款に

応じないことで第三国との借款を中国が提案し

た場合には，資金供給の優先権を放棄してよい

との方針を固めていた叫。日本としては，借款

元利金の償還と延長線建設はあくまでも別問題

とする立場を堅持し，むしろ前者を強く求めて

いたのである。

こうした消極姿勢の要因には，国民政府の建

設事業に対する反発に加え，従来からの商議鉄

46) I岡本領事発外相宛第913号電J1929年8月30日(外
務省記録 F.l.9. 2 16 第18巻)。
47)公森太郎「漢冶薄公司及南溝鉄路公司ニ関スル利権

保全ノ為支那国民政府ト交渉ノ顛末報告書(第三
報)J(昭和財政史資料，大蔵省財政史室所蔵，1-146
-3)。
48)外務省「南淳鉄道借款整理ニ関する件J(外務省記
録 F.1.9.216 第四巻)。
49)大蔵省「南淳鉄道接管問題ニ関スル対策J1929年4
月23日(r日本外交文書昭和期 I第l部第3巻』
1080~ 1081頁)。

ち厘金に対する付加税分は，厘金廃止により撤

廃される予定であり，同鉄道への付加税分につ

いても省政府の建設費(南昌城壁撤去費および

橋梁修築費)に流用されていた。その対策とし

て東亜興業は運賃値上げを要求するが，その値

上げ分についても中央銀行へ預託され，他鉄道

の改良費に支出されていた。確かに，南淳鉄道

は29年以降，経営は好転しつつあったが，同鉄

道の収益から元利償還金を捻出することは困難

であったのである。

そのため， 31年末に償還期限を迎える東亜興

業借款については，鉄道部とのあいだで債権整

理をめぐる協議がなされた。 32年の交渉では，

原契約を 3年間延長することで協議が成立する

が， 34年に至り包括的な債権整理が交渉され，

整理協定は35年4月に最終的に成立した。それ

によれば，元金1000万円の利息 (6.5~7.5パー

セント)は単利5パーセントへ引き下げられ(延

滞利息805万円は無利息)，元金は月額7万円づ

っ20年以内に支払うこととされた田)。この内容

はほぼ東亜興業の原案に近いものであり，欧米

諸国の債権整理に比べて中国側に厳しい内容で

ある。東亜興業および外務省は債権回収を最優

先していたことがわかる。

但し，債権整理の進捗は同時に利権の喪失を

も意味する。外務省としては， r長江流域ニポ
ッツリ存在スル本鉄道ノ利権ノ如キハ支那ノ現

状ヨリ見テ敢テ之ニ固執スル要ナキヤニモ思考

セラレサルニ非スJ(傍点は原文)としながら
も， r所謂南支鉄道計画ノ一部トシテ閣議ヲモ
経テ投資方決定セルモノニ付簡単ニ方針ヲ変更

スルモ如何カ」という微妙な立場に置かれてい

50) I国民政府整理内外債委員会報告書J(r中華民国史
梢案資料棄編 第 5 輯第 l 編』財政経済同組4~445

頁)。



112(318) 経済学研究 48-3 

た5])。そこで求められたのが，整理協定による

元利金完済に至るまで原契約で定めた付帯権利

を継続させることであり，これをめぐって中国

側との応酬がなされた。付帯権利には担保権，

顧問派遣，続借優先権，延長線敷設権などがあ

るが，外務省にとって延長線敷設権は外資の流

入を阻止するためにも挿入されるべき権利であ

った。一方，顧孟官会鉄道部長もまた日本に対し

延長線への借款を求めていた。債務整理による

資金流出を防ぐためにも欧米諸国と同様の再投

資を求めていたのである。但し，鉄道部が日本

に求めた借款は，江西省内のマンガン運搬用軽

便鉄道などへの材料借款で、あり，延長線建設を

整理協定の条文に含めることには反対であっ

た問。

一方，延長線への再投資については日本もま

た消極的であった。大蔵省は預金部資金の流用

案には否定的であり日東亜興業も償還優先の

立場であった。延長線敷設権の設定を主張して

いた外務省についても， r満州J.華北での鉄
道投資が必要な今日において，華中に対し鉄道

投資をする余地がないとの立場では一致してい

た。こうした背景のもとで，整理協定は原案か

ら延長線に関する条項が削除されて締結に至る

のである。

このように，日本が江西省での延長線に対し

消極姿勢を示し，南需鉄道の債権整理がなされ

るなかで，南京国民政府は同地域での鉄道建設

を進めていくのであるが，次節ではこの過程を

みていこう。

5開漸韓鉄道に対する日本の対応

所轄・京専各鉄道の建設計画が具体化するの

51) I守島外務省東亜局第l課長の意見書J1935年2月16
日(外務省記録 F.l.9.2 16 第四巻)。

52) I有吉公使発外相宛第333号電J1935年4月15日(同
上巻)。

53) I守島東亜局第 l課長発在中国堀内公使館一等書記
官宛電J1935年4月9日(向上巻)。

は30年代のことであるが， 20年代にも同地域の

鉄道計画は存在していた。前述の南淳鉄道延長

計画のほか，北京政府もまた25年の「鉄路交通

建設計画大綱jのなかで，第4東西縦貫線の一

部として南京一株州聞の建設計画を掲げてい

た日)。言うまでもなく，同路線は寧湘鉄道借款

の予定路線を継承したものである。この点は，

南京政権成立初期においても同様であった。 29

年に孫科鉄道部長が発表する「庚関両款築路計

画案J，および31年の中国国民党臨時中央全体
会議での計画路線には，いづれも京湘鉄道(南

京株州)が含まれていた問。しかし，これ以

降，同鉄道は建設計画から消えることになる O

杭江鉄道と江南鉄道の建設が先行するなかで，

i折韓鉄道と京卑各鉄道という 2路線に分化する

からである O この過程を新議鉄道の場合から述

べていこう。

樹事量鉄道の発端はi折江省が29年以降，省内の

横断鉄道として建設した杭江鉄道(江辺玉

山)である。同省の主席は革命元老の張静江で

あり，張は国民政府建設委員会委員長を兼任し

つつ， i折江省において交通・電力を中心とした

建設を進めていた。杭江鉄道はその最大の建設

事業であり，省政府が外資に依存せず建設した

中国最初の鉄道であった田)。実際に，建設費は

省財政からの支出分のほか，省建設公債を担保

として省の銀行団から借入れ，さらに省営の発

電所および電力の専業権を銀行団に譲渡するこ

とにより，不足額をまかなっていた。それだけ

に，資金不足により鉄道設備は鉄道部の定めた

技術標準(レールの場合，ヤード当り63ポンド)

に準拠せず，レールはヤード当り35ポンドの軽

54)交通部路政司「鉄路交通建設計画大綱J1925年11月

(美明清編『鉄路史料』国史館， 1992年， 36-42頁)。

55)中国国民党中央委員会党史委員会編『草命文献第

78輯.1(1979年) 6頁。

56)簡笠賃 ii折江省築杭江鉄道的歴史意義J(中華文化
復興運動推行委員会主編『中国近代現代史論集 第

25編』台湾商務印書館， 1986年)407頁)。
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軌であり，橋梁の多くも木橋であった5九その トー・ウォルフから1000万元の材料借款を得

ため，鉄道部は当初，杭江鉄道の建設には難色 て， 37年9月に竣工に至っている。その後，斯

を示しており， ドイツの借款による建設を計画 議鉄道はi雇杭南鉄道の未完成区間の一部である

していた蒋介石も張静江との対立を深めること

になるがぺ蘭渓までの区聞が開通する32年以

降，剃共戦を進めるうえで同鉄道の重要性を認

識し，義和団事件賠償金の返還金を輸入材料の

購入に充当するなどの促進策をとるに至った。

杭江鉄道は33年に玉山までの工事が完了する

が，これ以降，隣接する江西省政府はi折江省と

共同で，同路線を延長して株淳鉄道に連結する

計画を立案する。この時点で路線は漸讃鉄道と

称されることになる(讃は江西省の別称)。国

民政府もまた計画に参入した。 3700万元以上に

達する建設資金の調達については，鉄道部がド

イツに対し投資を求めた結果，製鉄企業のオツ

トー・ウォルフ(OttoWol的が，危険回避の観

点から中国銀行団との共同投資を条件として投

資の意向を示していた。その後， 34年に鉄道部

と両省政府ならびに圏内銀行団の4者により漸

議鉄道連合公司が設立され，第1期線として玉

南段(玉山一南昌)が着工された。実際の建設

資金に関しては，第 l期鉄道建設公債(1200万

元)および江西省政府公債(1200万元)が公司

に手渡され，これを担保として中国銀行団から

1600万元の借款がなされ，そのうち半額が圏内

工事にあてられ，残額についてはオットー・ウ

オルフとのあいだに中国銀行を受託者とする材

料借款が締結された。この方式は，玉南段の完

成 (36年)と同時に着工される南洋段(南昌

葎郷)においても適用され，鉄道部が発行する

第2期鉄道建設公債(2700万元)を担保として，

銀行固から1000万元の国内工事費，およびオッ

57)張静江が軽軌を採用した背景には，重軌が国際トラ

ストのもとで高価であったため，自由価格で安価な

軽軌を用いて，建設費を抑える目的があった(金士

宣-徐文述『中国鉄路発展史』中国鉄道出版社， 1986 
年， 450頁)。
58)王維礼主編『蒋介石的文臣武将j(河南人民出版
社， 1989年)11-12頁。

銭塘江鉄橋の竣工を経て， 37年末には上海から

株州に至る直通輸送が可能となった。

このように，漸鞍鉄道がドイツ資本により建

設されたことに対し，当初，反発を示したのが

イギリスであった。イギリスは長江沿岸の勢力

範囲を主張しており，その最大の論拠は寧湘鉄

道に対する借款契約であった。イギリスは漸韓

鉄道の計画路線が寧湘鉄道の予定路線と重複す

ることを理由に，借款優先権を主張するが，同

借款は前述のように第一次大戦により債権発行

が不能となり，着工には至らなかったこともあ

り，強く抗議するには至らず，わずかに借款契

約時の前渡金の元利償還を主張するに留まって

いた田)。

また，四国借款団もまた， I連合公司」によ

る借款方式のために，介入を封じられていた。

つまり，香港上海銀行によれば，オットー・ウ

オルフとの借款が地方財政に属し，外国市場で

募集しない以上，共同借款の規制を受けないと

しておりベ唐有壬(外交部常務次長)もまた，

他国政府からの申し出がないなかで，オットー

・ウォルフが落札した事情を述べていた6九ド

イツ企業は借款団の枠組を離れて自由に中国に

投資する立場にあり， ドイツ政府もまた同社の

借款成立を当時，行き詰まりをみせていた他の

投資事業の交渉を進める突破口として重視して

いた。実際に，オットー・ウォルフはそれまで

の投資先であったソ連から撤退し，新たに上海

に支庖を設置して中国投資に乗り出すが6ペi折

59) I鉄道部杏外交部J1934年11月24日(国史館所蔵外
交部移転梢案 2095)。
60) Iロンドン松平大使発外相宛第6号電J1935年l月12
日(外務省記録 F.1. 9. 2. 90 r玉津鉄道関係一
件j)。

61) I須磨総領事発外相宛第295号電J1935年3月18日(同
上記録)。

62) W.C. 応rby，Ge叩anand Republican China， 
St紅白>rdUniv. Press， 1984， p.196. 
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議鉄道への借款契約はその最初の事業であり，

その債権はドイツ政府の保証により保護されて

いた日)。そのため，香港上海銀行としても，現

状では借款固による起債は困難であるとして，

中国側銀行との共同により地方借款を引き受け

ることに望みを託していた。実際に，この意向

は後述する広梅鉄道借款において実現すること

になるが，当時，イギリスが借款団を離れて単

独借款へと転換する背景には，こうした鉄道借

款をめぐるドイツ資本との対抗関係があったの

である。

但し，日本にとってi折讃鉄道に干渉しうる最

大の根拠は，依然として借款団構成員としての

資格であった。当初，日本はオットー・ウォル

フについてイギリス資本からなるユダヤ系資本

であり，イギリスが借款団規約に拘束されずに

投資をおこなうためのダミー会社であるとみな

し臼この点を暴露することにイギリスとの共

同借款の望みを託していた。しかし，同社は純

粋なドイツ資本であることが判明したため，借

款団として関与する途が絶たれることになる。

その後，日本が中国との交渉において問題とし

た点は，材料借款の償還基金となる鉄道建設公

債の担保に関してであった。つまり，鉄道建設公

債の担保が各鉄道運賃に課す付加税となってい

る点に関し，付加税が京漢鉄道にも課されてい

る以上，日本の京漢鉄道公債の担保権を侵害す

るというものである日)。しかし，こうしたt克議

も新譜鉄道の建設計画には何ら影響を与えるこ

とはなく，単に35年4月の京漢鉄道の整理協定

締結を加速する効果を有したのみであった。

以上のように， i折轄鉄道に対し日本は消極的

な反対論を示しただけであった。それは，広田

63)クルト・ブロッホ，満鉄上海事務所調査室訳『極東

に於ける独逸の権益と政策j(生活社， 1940年)40 

頁。

64) I永井在ドイツ特命全権公使発外相宛機密第271号
電J1934年9月6日(外務省記録 F.l.9.2. 90)。
65)外務省「鉄道部ニ対スル交渉方針J1934年10月1日
(向上記録)。

外相が述べているように，江西省に対する歴史

的関心を放棄すべきでないとは認識しつつも，

「何等具体的『コンミットメント』ヲ支那側ヨ

リ得」ていない状況では計画に干渉する余地は

なかったためである刷。つまり，日本は江西省

における過去の経緯が「権益」に値するに足る

ものとは考えていなかったのである。そして，

「出資ノ意志ナクシテ単ニ権利留保ノ為何等カ

ノ措置ヲ採ルモ恐ラク無効ナルJとの懸念が示
すように67) 仮に権益を主張したとしても，国

内には華中での鉄道投資に応じようとする勢力

がもはや存在しなかったことも事実であった。

結局，従来より最も重視してきた南洋線がi折韓

鉄道として建設されている現状に対しては，何

ら有効な対抗策を取り得なかったのである。

6.京卑鉄道に対する日本の対応

次に，京専各鉄道についてみていこう。各路

線からなる同鉄道の発端は江南鉄道であり， 32 

年，張静江が蕪湖と乍浦(東方大港予定地)を

結ぶ蕪乍軽便鉄路を計画し，第 l期線として蕪

湖 宣城間の測量を開始したことに始まる。や

がて，同路線は鉄道部の計画にあわせて，南京

から福建省南端の詔安に至る京詔鉄道へと変更

され， 34年7月に蕪湖一宣城間が，翌年5月に

は南京(中華門) 蕪湖聞が完成する。建設に

あたっては江南鉄路公司が組織され，出資者に

は地元資本のほか，中国・交通・金城・中国実

業などの主要銀行が含まれ，公司債の多くもこ

れらの銀行が引き受けていた。

その後，同公司の資金難により孫家埠以南の

延長工事が中断するなかで，鉄道部は宣城から

i折輪鉄道沿線の貴渓(江西省)を結ぶ京鞍鉄道

を計画した。建設に際しては，鉄道部が京議鉄

66) I外相発松平大使宛亜一機密第140号電J1934年11月
17日(向上記録)。

67)外務省「玉葎，京湘等支那中部ノ鉄道ニ関スル件」

(外務省記録 F.1.9.216 第四巻)。
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道公債(1400万元)を発行し，これを各銀行が より建設する旨の了解を福建省政府から得てい

引き受け圏内工事費にあてる一方，イギリスと

のあいだに90万ポンド(うち半額は義和国事件

賠償金の返還金)の材料借款を成立させた。さ

らに，同路線を広東まで延長するために，広梅

鉄道(石龍一梅県，梅県一潮列。，貴梅鉄道(梅

県一貴渓)に対する借款交渉が進められ，広梅

鉄道については， 37年7月，イギリスと300万

ポンドの借款を締結するとともに回日鉄道部が

広梅鉄道建設公債 (2500万元)を発行し，これ

を国内銀行が引き受け，建設は民間資本による

広東鉄路股イ分有限公司があたるという方式をと

っている。但し，これらの路線のうち，広梅鉄

道は建設に着手した段階で，貴梅鉄道も借款交

渉中にそれぞれ日中戦争を迎えており，京事量鉄

道のみが日中戦争開始時点において一部区間の

レール敷設を終了させるに留まっていた。

以上が京卑各鉄道の変遷であるが，日本はこ

うした鉄道建設の進捗に対し， r外資ニ依Jレ鉄
道カ福建ニ進出シ来ルト言フカ知キ場合ニハ対

抗策ヲ講スル要アルヘキ」という認識のもと

で田華北分離工作と同時に対福建工作を進め

ていた。 36年6月には台湾総督が広東・福建の

各領事を招集し，鉱業権の獲得，武器供給，密

輸工作などの方針が決定されたという叩)。鉄道

についても，日本は福建省に人員を派遣し， i折

鞍鉄道が開通すれば福建省北部の物産は江西省

に流れ福建省の交易に支障をきたすとして，こ

れに対抗するには福州から上鏡に至る路線を建

設すべきとの宣伝をしており， 35年の夏から秋

にかけて中村駐福州領事は同線を日本の借款に

68)但し，担保について鉄道部が広東省内の塩税付加金

を予定したのに対し，香上銀行は塩税正税を求めて

おり，その条件はドイツの借款に比べて厳しいもの

であった(中国第三歴史格案館編 11937年孔祥照出

訪欧美期関与圏内各方往来電文選Jr民国柏案H992
年第1期， 24~26頁)。

69)前掲「玉捧，京湘等支那中部ノ鉄道ニ関スル件J。
70)参謀本部編「日本侵略福建之陰謀J1936年7月(中
国第二歴史楢案館編『中華民国史梢案資料棄編 第

5輯第l編』江蘇古籍出版社， 1994年，外交(二泡71

頁)。

た7九しかし，この鉄道は過去に鉄道部が計画

し測量を開始した議関鉄道と路線が競合してい

ることもあり，国民政府は日本の資本参加を望

まず，同鉄道をドイツ資本により建設すること

を計画し， ドイツとの借款交渉を進めていた。

もちろん，日本はこれに強く反発し，須磨弥吉

郎(南京総領事・大使館 l等書記官)と唐有壬

との数回にわたる交渉が開始された。須磨は福

建をめぐる日中両国の交渉の経緯に基づき，日

本の優先権を主張するが7へ後に中国側はそれ

らの協議事項をすべて未成立のものとし，双方

の約定が異なることを理由に日本の優先権の存

在を否定している百)。結局，同鉄道に対する借

款は不成立に終わるが，日本の介入も成功には

至っていない。

また，イギリスとの京卑各鉄道の借款におい

ても，日本の干渉を排除することが最大の眼目

とされていた。そのうち，広梅鉄道については

将来，福建省への路線延長が予定されている関

係上，日本の参加要求は十分に予想されるもの

であった。実際に，日本の駐広州総領事は曾養

甫(広州市長兼鉄道部政務次長)に対し，借款

団構成員として広梅鉄道借款への参加を要求し

ていたが，曾は資金充是を理由にこれを拒絶し

ている。張公権(嘉敬)鉄道部長によれば，広

梅鉄道で採用された建設方式，すなわち建設主

体は広東省民の名義による商弁公司とし，鉄道

部の発行する建設公債を担保として材料借款を

得るという方式は，日本の参加要求を封じる手

段であった問。もっとも，この時期には，借款

団の存在を認めないとする中国側の姿勢のもと

で，借款団自体が有名無実化していたことも事

71)怒汝成『帝国主義与中国鉄路.1308頁。

72) 1唐次長会陪須磨秘書談話紀録J1935年9月4日(国
史館所蔵外交部柏案 1212/3115.01)。

73) 1楊科長雲竹会陪日領松村秘書談話紀録J1935年10
月12日(向上桔案)。

74) Chang Kia-Ngau (張嘉激)， China' s Struggle for 

Rai1road Development， New York， 1943， p.123. 
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実であった百)。さらに，路線の大半が福建省を

通過する貴梅鉄道の場合は，同様の要求に対抗

するため，過去の寧湘鉄道借款の改訂という形

式により，借款交渉が進められていた明。この

ように，京卑各鉄道では日本の関与を阻止する

ために様々に方策がとられていたのである。

7. むすびにかえて一期韓・京卑各鉄道の意義

それでは，両鉄道は何故にこのような手段に

より建設されたのだろうか。こうした中国側の

対応を考えるにあたり，両鉄道の性格を考察す

ることが重要となろう。最後に，この点に接近

することによりむすびに代えることにしたい。

両鉄道に共通する第一の特徴は，初期には剣

共戦，後期には対日抗戦という軍事目的を有し

た点である。蒋介石が漸議鉄道の重要性を認識

するのは，ソヴェト区の封鎖に同鉄道が多大な

役割を果たすというドイツ人顧問の意見による

ものであった。その後，蒋は国防上の重要性に

鑑み，鉄道部長に対し漸議鉄道を37年7月まで

に開通させるように命令しておりべ京諸鉄道

についても戦時の際に南京からの待避線となる

ことに着目し， i折議鉄道との接続を督促してい

た明。こうした建設目的は路線選定においても

示されている。蒋介石は剰共戦遂行の便宜上，

当初，信江南岸とされていた計画路線を信江北

岸に変更させておりへ京議鉄道についても，

漸議鉄道と街州(漸江省)において交差すると

75)広梅鉄道借款がイギリスの単独借款となることに対
し，アメリカも反対しておらず，香港上海銀行のア
ディスも借款団の取消を主張していた(，郭泰棋駐

ロンドン大使電J1937年2月26日 3月20日(国史
館所蔵外交部移転梢案 2621)。
76) Chang， op. cit.， p.132. 
77)中国国民党中央委員会党史委員会編『中華民国重要

史料初編対日抗戦時期緒編J(1981年)白469
頁。
78) Chang， op. cit.， p. 116. 
79)張瑞徳『中国近代鉄路事業管理的研究J(中央研究
院近代史研究所， 1987年)63頁。

していた江南鉄路公司の計画を，海岸に近接し

国防上安全で、はないとして，交差地点を貴漢に

変更させている刷。

実際の経緯をみる限り，こうした目的は一定

の成果を示していた。所轄鉄道は塁手漢鉄道とと

もに，江西ソヴェト区に対する包囲線としての

効果をもたらすと同時に，日中戦争初期の各会

戦では軍隊移送において大きな役割を果たして

いた8九また，経済的にみても，漸議鉄道の開

通により江西省の余剰米が欠糧省であるi折江省

に輸送され，斧郷炭が東方に販路を拡大すると

いった効果が示されただけでなく田日中戦争

初期には後方の抗戦基地への主要な物資輸送路

であり，杭州・南昌の陥落により東西の両端部

分が日本の占領下に置かれた後も，中間の金華

鷹湾問の運行を継続し，寧波・温ナト|から公路

を通じて金華に至る対外交易ルートの維持に役

立っていた田 o 1折議鉄道は日中戦争期において

も沿岸と内陸を結ぶ動脈であり続けたのであ

る。

第二の特徴は国内各銀行による積極的な投資

である。両鉄道に共通する点は，建設初期には

張静江が主導する地方鉄道に地元資本を含む各

銀行が投資し，その後は鉄道部主導による延長

線計画に際し，主要銀行が「連合公司」の構成

員として投資に応じている点である。銀行が投

資に応じた背景には鉄道投資の有利性があっ

た。鉄道建設は交易の拡大をもたらし投資企業

の利益につながるといった長期的観点は別とし

ても，漸議鉄道の場合，中国銀行団からの借款

利息(年10パーセント)はオットー・ウォルフ

との材料借款の利息(年7パーセント)よりも

高く設定されており，当時，多大な遊資を抱え

ていた銀行にとっては確実な投資先であった。

80)凌鴻劫『中国鉄路志J(世界書局， 1963年)327頁。
81)施受華『鉄路与八年抗戦J(正揚出版社， 1981年)94 
頁。
82)行政院新開局『斯議鉄路J(1947年)15-17頁。
83)筒笠賞「抗戦時期東南交通幹線一瓶事費鉄路J(中央
研究院近代史研究所編『抗戦建国史研討会論文集』

1985年，上冊)208頁。
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表2 漸諸鉄道の営業収支動向 (1931年度~1935年度単位:元)

路線 年度 l 収入 2 支出 3 収益 4 2/1 
旅客 貨物 その他 合計 (1-2) X100 

杭玉段 1931年度 475，842 88，107 2，676 566，625 295，951 270，674 52.2 
1932年度 1，014，162 240，141 9，765 1，264，067 878，588 385，479 69.5 
1933年度 1，220，423 549，285 16，873 1，786，581 1，043，734 742，847 58.4 
1934年度 1，339，576 815，748 34，688 2，190，012 1，620，610 569，402 74.0 
1935年度 1，359，179 807，878 28，623 2，195，680 1，522，404 673，276 69.3 

玉南段 1935年度 287，986 170，404 2，326 460，716 423，891 36，825 92.0 

出典)i折輪鉄路局会計処 n折鞍鉄路二十四年度会計統計年報.1 (1 936年)総21~22頁，南16~17頁。

注1)杭玉段は肖山一玉山間，玉南段は玉山一南昌聞を示す。
2)各年度は同年7月から翌年6月までをあらわす(但し， 1931年度は同年6月から翌年6月，玉南段は1936年1月

~6 月の統計)。

その際，鉄道経営の良否が投資を左右するこ

とになるが，経営は概して良好で、あった。杭江

鉄道は当初，銭塘江の水運との競合により貨物

輸送が不振であったものの，西方への路線拡大

にともない輸送量が増大する一方，簡易設備の

採用と組織の簡素化により支出が低位に抑えら

れたため，営業収支は黒字であった制。表2か

らもこのことは明らかであろう。江南鉄道につ

いてもその営業路線は設備，経営管理の商にお

いて民営鉄道の模範とされている制。また，各

鉄道ともに建設期間は l年から l年半と短く，

実際の建設費も予算の範囲内であり，距離あた

りの工事費も他の固有鉄道に比べて安価であっ

た。これらの点は，銀行資本が「連合公司」の

理事会の一員として経営に参画することによ

り，鉄道経営に「企業化的趨向」部)が導入され

た結果でもあった。

上述した2つの特徴は相互に関連するもので

もあった。すなわち，対日戦争を想定した鉄道

84)金士宣・徐文述『中国鉄路発展史.1451頁。

85)凌鴻財「中国鉄路之建設J(醇光前主編『毅苦建国
的十年J正中書局， 1971年)260頁。

86)凌鴻財『中国鉄路志.1237頁。

建設を進めるための方策が「連合公司jによる

建設方式であったのである。こうした官僚資本

と国際独占資本の「新型的合作」町)と称される

建設方式は，借款団からの干渉の余地を封じる

ことにより日本の参加を排除するためのもので

あり，対日抗戦のために工事の速成を図る手段

であった。また，各省への中央の影響力を強め

ることにより，日本が図っていた地方レベル(と

りわけ福建省)での経済工作に対抗する手段で

もあった。もちろん，国民政府が日本の主張す

る特殊利権を直接的に否定していたことも事実

である。福建では利権の存在を認めず，江西で

は利権を弱めていた。同地域での鉄道建設が対

日戦争を想定した国防建設の一環である以上，

日本の関与を排除する必要があったのである。

日本もまた中央に対しては利権維持の姿勢を後

退させていた。こうした背景のもとで，華中・

華南では欧米資本に依拠した建設事業が進捗し

ていたのである。

87) ~汝成『帝国主義与中国鉄路.1 290頁。
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